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せん断破壊を伴う鉄筋コンクリート造構造物のねじれ地震応答性状
Torsional Response of R/C Structures with Shear Members Subjected to Strong Ground Motion
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1. は じ  め  に

壁の偏在等による構造物全体のねじれ応答の影響で,変 形

が増大した柱で激しいせん断破壊が生じるなど大きな被害を受

けた地震被害例が報告されている
⊃'力。これらせん断破壊が

生じた柱では非常に大きなせん断ひび割れや主筋の露出等に伴

う耐力低下が生じているものと考えられるが,被 害検討のため

に行われた地震応答解析では,こ の耐力低下の影響は必ずしも

考慮されてこなかった
'゙の。一方,現 在旧基準で建てられた

多数の鉄筋コンクリート造建物に鉄筋コンクリート造耐震壁や

鉄骨ブレース等の増設による耐震補強が行われているが,こ れ

ら補強計画においても建築機能上の要求により壁が偏心配置さ

れる場合も少なからずあり,さ らに既存柱の靭性改善が行われ

ない場合も多い。しかしながらせん断破壊を生じる部材を含む

鉄筋コンクリート造構造物にねじれ応答が生じた場合,変 形の

増大する構面にある部材から順次せん断破壊が生じその構面の

耐力が低下すること,な らびに外側構面で耐力低下が生じる事

により耐力偏心が増大してねじれ応答が増大することが予想さ

れる。そこで本解析ではせん断破壊が生じる部材 (以下,せ ん

断部材と略記)と 曲げ破壊が生じる部材 (以下,曲 げ部材と略

記)が 混在した構造物を対象に,せ ん断破壊による構面の耐力

低下が構造物全体のねじれ振動におよぼす影響について検討を

行った。さらに, 日野等が文献4)に より提案する耐力偏心

率とねじれ応答量に関する検討結果の適用性について,耐 力低

構面③

下が生じる構造物を対象に検討を行った。

2.解 析構造物のモデル化および解析手法

2.1 解析対象の構造物

解析対象構造物は図 1に示すようにX方 向4.5m× 3ス

パン,Y方 向 6m× 2ス パンの 1層 の構造物であり,高

さは3.75m,床 重量は 1.20 tonf/m2と仮定する。入力方向

はX方 向とし,構 造物はX方 向のみ非線形挙動とし,Y方

向は弾性と仮定した。構造物のベースシアー係数は,補 強

前では両方向とも0.45とし,X方 向を補強により0.75ま

で上昇させるものとする。補強構面は構面②と構面③とし,

これらの部材では既存部材 (せん断部材と曲げ部材が混在)

と補強部材が混在しているものとする。構面①は既存部材

のみである。偏心の程度を示すパラメータとして,文 献[4]

で日野等が提案する耐力偏心率Req(式 1)を 用いた。
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ここで, ι9:耐 力偏心距離 β,L:構 造物の辺長

Cr:構 造物のベースシアー係数

耐力偏心距離θ9は (式2)に より定義する。
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表 1 解 析モデルの偏心率と各構面の部材耐力

耐力偏心率Req(式 1) 0.000    0.025    0.050    0.075    0.100

構面③ 既 存部材QsB 3

補強部材QR3

構面② 既 存部材QsB 2

補強部材QR2

構面① 既存部材QsB l

ここで W:構 造物の重量

0150W  O.113W  O.075W  O.038W  O.000W

O . 0 0 0 W  O . 1 1 3 W  O . 2 2 5 W  O . 3 3 8 W  O . 4 5 0 W

0.000W  O.038W  O.075W  O.113W  O.150W

O.450W  O.338W  O.225W  O.113W  O.000W
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ここで,Q"=Qs.ttQR
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( a )せん断部材

000
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各構面の耐力で,

構面 iの既存部材の耐力

構面iの補強部材の耐力

重心から構面iまでの距離
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Lqの 値が0.000,0.025,0.050,0.075,0.100となるように

各構面の部材耐力を決定した。各構面の耐力を表 1に示す。

各構面の既存部分におけるせん断部材と曲げ部材の比率αi
を (式3)で 定義する。

0″

0ク助+OF,
・……………………………。

(3)

ここで,Qy税は構面 iのせん断部材の耐力,Qy]は 構面 i

の曲げ部材の耐力である。本解析ではせん断部材の比率α

の値は各構面で等 しいものとし,α=o.1,o.3,0.5,0.7,

補強部材を表す

非線形バネ

地震動の

入力方向

一

せん断部材

非線形バネ

曲げ部材を表す

非線形バネ

弾性バネ

図2 解 析モデル

δy=(1/250)h δy=(1/150)h

%=姉 … … …… … … ……… …②
0.9の5種類とした.

2.2 構造物のモデル化

構造物のモデル化は剛床仮定を用い, 1質 点 3自 由度系

(構造物の重心位置での水平 2方 向および回転方向)に 置換

する。X方 向各構面は,既 存部分はせん断部材を表す非線

形バネと曲げ部材を表す非線形バネによる並列バネにより,

補強部分は補強部材を表す非線形バネにより表され,こ れ

らが並列に配されて構成されているものとする (図2).Y

方向各構面は弾性バネで構成されている。部材のねじれ剛

性および柱の 2軸 曲げによる応力の相関は無視する.各 部

材の復元力特性は,せ ん断部材を原点指向型,曲 げ部材と

補強部材をЪbdaモ デル
めにモデル化した.各 部材の復元

力特性を図 3に 示す。ここでせん断部材は,耐 力低下を考

慮する場合には変形が建物高さの (1/250)|こ 達するとせ

ん断破壊を生じて全耐力をすべて消失し,そ の後耐力を全

く負担しないものとする.比 較のためせん断部材は上記の

ようにせん断耐力に達した後で耐力低下を考慮する場合に

加え,耐 力低下を無視する場合と2種類を想定した。従っ

て解析ケースは50通 り (5× 5× 2=50)と なる.Y方 向

の構面は弾性とし岡l性はすべての解析ケースで同一の値で,

各構面とも等しいものとし,そ の剛性は次のように定めた。

すなわち,Y方 向は部材の復元力特性を図3(b)の 曲げ部

材と仮定し,0.45Wの 降伏耐力を与えた際に求まる弾性剛

性を応答解析の全時刻にわたり採用した。減衰は瞬間剛性

比例型とし, 1次 モードに対して臨界減衰の3%と した。

2.3 入力地震波と数値積分法

地震動はX方 向 1方 向入力とした。入力地震波として,

1978年の宮城県沖地震の際に東北大学で観測された記録

のNS成 分
°を用い,最 大加速度を0.40Gに 拡大 した (継

続時間は25秒 間)。入力地震動の加速度応答スペク トル

(減衰定数 h=3%)な らびに解析構造物の 1次 固有周期

を図4に 示す。数値積分法はNewmark― β法 (β=0.25)

を用い,積 分時間刻み△t=0.002sと した。剛性の変化お

よびせん断破壊の発生による耐力低下により生じる不釣 り

合い力は次ステップで解除するものとした。

3.解 析 結 果

3.1 重心位置での回転角とせん断部材の割合の関係

重心位置での最大回転角 θMAXとせん断部材の比率αと

耐力偏心率 R"の 関係を図 5に 示す。(a)は耐力低下を考

慮 した場合,(b)は 耐力低下を無視 した場合である。図

5(a),(b)よ り,耐 力低下を考慮 した場合には同一の耐力

偏心率であってもせん断部材の比率αが増加するにつれ

て重心位置での最大回転角 θMAXが増大する傾向があるの

に対 して,(b)の 耐力低下を無視 した場合には重心位置で

( 1 / 1 1 ) δy

( b )曲げ部材

図3 各 部材の復元力特性

( 3 / 1 0 ) δY

(c)ネ甫]螢音「オオ
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図5(a)重 心位置での最大回転角鶴は とせん断

部材の比率α関係 (耐力低下を考慮)
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図6(a)曲 げ部材の最大塑性率ムは とせん断部
材の比率αの関係 (耐力低下を考慮)

の最大回転角 θMAXの値はせん断部材の比率αの影響をほ

とんど受けていない事がわかる。したがって,せ ん断破壊

による耐力低下はねじれ応答を増大させる傾向があり,せ

ん断部材の比率が大きい場合にはその影響が大きくなると

言える。

3.2 曲 げ部材の最大塑性率とせん断部材の比率の関係

ねじれ応答により変形が増大した構面①における曲げ部

材の最大塑性率為AXとせん断部材の割合αと耐力偏心率

Rqの 関係を図 6に 示す。(a)は耐力低下を考慮 した場合,

(b)は耐力低下を無視した場合である。図 6(a),(b)よ り,

耐力低下を考慮 した場合では同
一の耐力偏心率であっても

せん断部材の比率αが増加するにつれて最大塑性率が増

加しているのに対 して耐力低下を無視 した場合には最大塑

性率の値はせん断部材の比率αの影響をほとんど受けて

いないのがわかる。特に耐力偏心率の大きい場合で耐力低

下による影響が顕著となっている。なおRq〓0・000で α
=

0。7と α=0,9の 場合で最大塑性率がαが小さい場合 と比

べて小さくなっているのはせん断破壊が生じなかったため

である。図 7に せん断部材の比率が大きく,か つ耐力偏心

の大きい場合 (α=0.9,R鴫 =0.100)と 耐力偏心の小さ

い場合 (α=0,9,Req=0・ 025)の 2つ のケ
ースについて

重心変位 6xと層せん断力係数 C(層 せん断力を建物重量

で除したもの)の 関係 (包絡線)を 示す。図 7よ り,ね じ

れ応答の影響により最大耐力が無偏心の場合の0.75と比
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図5(b)重 心位置での最大回転角偽麒 とせん断

部材の比率αの関係 (耐力低下を無視)
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図6(b)曲 げ部材の最大塑性率とせん断部材の比

率αの関係 (耐力低下を考慮)
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層せん断力係数と重心変形の関係

べて低下しているのがわかる。特に耐力偏心の大きい場合

は小さい場合と比較して最大耐力の低下が顕著となってい

る。これはねじれ応答によって各構面でせん断破壊が異な

る時刻において生じ,各 構面の最大耐力が同時に発揮され

ていないためである。以上より,耐 力偏心率が同程度であ

ってもせん断部材の比率が高い構造物ではせん断部材の比

率が低い構造物よりも応答が大きくなり,その結果曲げ部

材に要求される塑性率が大きくなることがわかる。したが

って,既 存建物に鉄骨ブレース等による補強を行う場合,

せん断部材の比率が高い建物であれば曲げ部材の比率が高

い建物よりも耐力偏心率を低く抑える必要性があり,建 築

機能上の問題でそれが困難な場合には,ね じれ応答により

変形が増大する構面の柱の変形能力を改善する必要性があ

る。

C=075 最大耐力 (R。.・0100)

二:構面①でせん断破壊

ヱ:構面②でせん断破壊

ヱ:構面③でせん断破壊
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スについては線形関係から若干外れているが,その理由は次
のように説明できる。すなわち,上記のケースは補強を行っ

た構面③のせん断部材の比率が高いケースである。図7に示
したように,各構面でせん断破壊が異なる時刻において生じ

ており,耐力偏心が最も著しくなるのは構面①,②でせん断
破壊が生じて構面③でせん断破壊が生じていない時である。

図9における耐力偏心率の値は,各構面で同時にせん断破壊
が生じるものとして算定した値であるので,結 果的に耐力偏

心の程度を過小評価する事になる。

200

0 5 0

000

0000  0025  0050  0075  0100  o125  0150

耐力偏心率Rq(耐力低下を無視して算定)

耐力偏心率と最大回転角の関係 (耐力低下
を無視して算定した場合)

5 ま

せん断破壊を生じる部材と曲げ破壊を生じる部材の比率

を変化させ,せ ん断破壊する部材の耐力低下がねじれ応答
へおよぼす影響について解析的な検討を行った。得られた

結果は以下の通りである。

①せん断破壊による耐力低下はねじれ応答を増大させる傾

向がある.特 にせん断破壊する部材の占める割合が大き

いほど耐力低下の影響は大きくなる。

②せん断破壊を生じる部材を含む構造物でねじれ応答が生

じると曲げ部材の最大塑性率は著しく増大する。

③既存建物をブレース等により補強する場合,せん断破壊
が生 じる部材の比率が高い建物の場合には曲げ破壊する

部材の比率が高い建物に比べて耐力偏心の程度をより低

く抑える必要性がある。建築機能上の理由でそれが困難

な場合には,ね じれ応答により変形の増大する構面にあ

る部材の変形能力を高める必要がある。

④急激な耐力低下を伴う構造物のねじれ応答は,耐 力低下

の影響を考慮する事により,文 献 4)に よる耐力偏心率

を用いることによって評価できる可能性がある。

(1999年8月 10日受理)
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4.耐 力偏′b率の適用性

文献4)で 日野等は,直 交方向構面が線形弾性でかつすべ

ての入力方向構面が降伏している場合には耐力偏心率Reqと

最大回転角θMxが ほぼ線形関係にあり,弾 塑性応答時のね

じれ応答の程度を表す指標として耐力偏心率Reqが有効な指

標となりうる事を示している。本節では,同 様の検討により

耐力偏心率Reqと最大回転角の関係について,耐 力低下を伴

う構造物への適用性を調べる。図8に各構面の耐力低下を考

慮せずに同時に各構面が耐力を発揮すると考えて耐力偏心率

Reqを算定した場合についての最大回転角θM患と耐力偏心率

の関係を示す。ここで最大回転角θMAXは'耐 力低下を考慮

した場合の解析結果である。図8よ り同じ耐力偏心率での最

大回転角の値は耐力低下の影響により大きくばらついている

のがわかる。次にせん断破壊する部材の耐力は無視して耐力

偏心率を算定し,最 大回転角θMAXと耐力fm~′さ率の関係を示

したものが図9である。図9で は図8と は異なり耐力偏心率

Rqと 最大回転角θMAXとはほぼ線形関係を示している事がわ

かる。すなわち,耐 力低下の影響による最大回転角の増大

は,構 面の耐力低下による耐力偏心の増大によるものである

と見ることができる。したがってせん断破壊により耐力が低

下する構造物のねじれ応答においても,耐 力低下の影響を考

慮する事により文献4)で 日野等が提案する耐力偏心率を用

いて評価できることを示している。なお,○ 印で示したケー

‘◆
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